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研究要旨 

【目的】 

行政機関において業務の効率化を目指したデジタル技術の活用が求められ、全国保健所

長会からは2026年度の保健所行政の施策及び予算に関して、「保健所職員の育成と ICT 

の利活用やデジタル化の推進」が要望されている。そこで、Information and 

Communication Technology（ICT） の利活用やデジタル化の推進の状況の把握を試みた。 

【方法】 

九州の保健所のホームページを網羅的に調査して、手続きが電子化されているかどうか

を確認した。情報の収集ではChatGPTも利用した。 

【結果及び考察】 

手続きに用いる書式は全ての保健所でダウンロードが可能であり、オンライン申請も広

がっていた（21%）。立入検査前の医療機関での確認結果をオンライン提出する例もあっ

た。行政機関への手続きに関してオンライン相談に応じている例も確認された。これらは

今後の活用が期待される。 

【結論】 

 医療法に基づく行政手続きの電子化が進められていた。着目すべき事例もあり、各自治

体間で連携した取り組みも求められる。 
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A. 研究目的 

行政機関において業務の効率化を目指し

たデジタル技術の活用が求められている。 

1. 行政手続のオンライン化への対応

状況 

「規制改革実施計画」（令和４年６月７

日閣議決定）において、行政手続のうち、

令和７年 12 月末までにオンライン化する

方針が決定している約 12,000 種類の手続

について、可能な限り前倒しを図りつつ措

置することとされている。 

また、「デジタル社会の実現に向けた重

点計画」（令和６年６月 21 日閣議決定）

においては、「国民の利便性の向上につな

がる行政手続から優先的に、オンライン

化、行政機関間の情報連携等による添付書

類の省略及び既存の情報システムにおける

利便性向上に必要な情報システムの整備を

行う。「すぐ使えて」、「簡単」で、「便

利」な行政サービスの実現を目指す。」こ

とが求められている。 

総務省では、マイナンバーカードを活用

した住民との接点の多様化・充実化、窓口

業務の改善などを通じて、住民の利便性向

上と業務効率化を図る「自治体フロントヤ

ード改革」を推進している。 

また、人口規模別の総合的な改革モデル

等を伴走支援しながら構築し、横展開を図

る「自治体フロントヤード改革モデルプロ

ジェクト」を実施している。 

「具体的なオンライン化等の方法として

は、既存の情報システム（マイナポータ

ル、e-Gov 等）の利用を第一に検討し、既

存の情報システムでは対応できない場合

や、 件数が少なく費用対効果等の観点か

ら情報システム整備等が適当ではない場合

には、手続等の性質等も勘案しつつ、各府

省庁ウェブサイト内の簡易な申請ページに

よる方法や電子メールによる方法等で対応

する。」とされている。 

2. 都道府県の DX推進状況 

デジタル庁では、都道府県の DX の取組

状況を自治体 DX の推進体制等、自治体業

務の DX、住民サービスの DX の 3 つの領域

に分けて表示しており、道府県別の各取組

の実施状況等を確認できる（図 1）。 

例として、自治体フロントヤード改革の

取組状況を都道府県別で表示する（図 

2）。このダッシュボードでは、フロント

ヤード改革の取組状況を見える化し、他自

治体が参考にできるようにすることで、更

なる取組の加速化を目指している。 

他の例として、電子処方箋の状況を示す

（図 3）。電子処方箋は、厚生労働省が推

進する医療 Digital Transformation

（DX）の取組のひとつで、全国医療情報プ

ラットフォームを実現するための重要な施

策である。 図 3 に示すように都道府県ご

とに、電子処方箋に対応している病院、医

科診療所、歯科診療所、薬局の 4分類の導

入状況を確認できる。 

3. 保健所職員の育成と ICT の利活

用やデジタル化の推進 
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全国保健所長会からは2026年度の保健所

行政の施策及び予算に関して、「保健所職

員の育成と ICTの利活用やデジタル化の推

進」が要望されており、保健所医療系技術

系職員として診療放射線技師を対象とした

研修を国立保健医療科学院等において充実

するよう要望があった。 

また、全国保健所長会からは保健所業務

の増大に対し、ICT の利活用やデジタル化

の推進において国が主導することを求めて

いる。 

4. 自治体の常勤の診療放射線技師数

の推移 

しかし、自治体の常勤の診療放射線技師

数は減少し続けている。2024年度末には

333人となっており、全国の462（2025年4

月現在1）の保健所の内、常勤の診療放射

線技師が配属されていない保健所は237箇

所となっている。県内に常勤の診療放射線

技師が一人も配属されていない県が2つあ

る（令和６年度 地域保健・健康増進事業

報告(地域保健編)保健所編2） 

このため、現状を踏まえた対策を講じる

必要がある。今後、保健所での医療機関へ

の立入検査等の業務の課題を把握し、効果

的に業務が遂行できるような提言を提示す

 

1 https://www.phcd.jp/03/HCsuii/pdf/suii_file02.pdf?2025 
2 https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=0045002

5&tstat=000001030884&cycle=8&tclass1=000001241336&tclass2=000001241337&
tclass3=000001241340&stat_infid=000040423433&tclass4val=0 

3 https://www.city.fukuoka.lg.jp/hofuku/hokensho/iyakumu/shinsei/online_2.html 

る予定であるが、まずは、ICT の利活用や

デジタル化の推進の状況の把握を試みた。 

なお、この他の課題は別に示す。 

B. 研究方法 

今後、九州の自治体の担当者の協力も得

て検討を進めることを検討していることか

ら、九州の保健所のホームページを網羅的

に調査して、手続きが電子化されているか

どうかを確認した。 また X 線装置の更新

時の手続きについて確認した。 

九州の保健所一覧は、厚労省が公開して

いる情報を利用した[1]。 

情報の収集では ChatGPT も利用した。 

C. 研究結果 

九州にある 75箇所の保健所のうち、オ

ンライン申請を受けているのは 16箇所で

あった（21%）。 

1. 福岡県 

 福岡市保健所 
 医療法に基づく各種申請・届

出のうち一部がオンラインで

手続き可能となっており放射

線関係もオンラインでの手続

きが可能3 
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 X 線装置の更新時に『使用許

可申請がある場合は同時に提

出』とあるが、使用許可申請

が必要な場合に関する説明が

そのページにはない。 
 久留米市保健所 

 医療施設・薬事施設等のオン

ライン申請が可能4 
 X 線装置の更新時の手続きに

関して、同じページには説明

がない。他のページに『開設

主体や、入院施設・エックス

線装置の有無などにより、届

出の内容や提出時期が異なり

ます。』とあるが5、どう異なる

かの説明がそのページにはな

い。 
 北九州市保健所 

 書式をダウンロード可能とし

ている6。 
 X 線装置の更新時に関して、

他に必要な手続きは示されて

いない。 
 福岡県の保健所 

 書式をダウンロード可能とし

ている7。 

 

4 https://www.city.kurume.fukuoka.jp/1070kenkou/2040hokeneisei/3120ijiyakuji/202
4-0327-1532-203.html 

5 https://www.city.kurume.fukuoka.jp/1070kenkou/2040hokeneisei/3120ijiyakuji/200
8-0321-1722-463.html 

6 https://www.city.kitakyushu.lg.jp/contents/division166.html 
7 https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/imu-yousiki.html 
8 https://denshi-shinsei.pref.saga.lg.jp/ShinseiContents.aspx?StyleCode=003112&Sty

leVersion=0001 

 X 線装置の更新時に開設許可

事項の変更は使用前検査（自

主検査を含む）を想定しな

い。 

2. 佐賀県 

 佐賀県の保健所 
 医療法に基づく手続き（診療

所・病院の開設許可申請等）

について、県の電子申請シス

テムで Web（電子申請）によ

る提出が可能8 
 X 線装置の更新時の手続きに

関して、病院では『病院構造

設備使用許可申請（病院関係

事務）』が必要な想定 

3. 長崎県 

 長崎県の保健所 
 長崎県では長崎県電子申請シ

ステムを運用しているが、医

療法の診療放射線に関する手

続きは、このシステムに含ま
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れていない9。オンラインで相

談予約はできる模様。 
 長崎県の担当課では書式をダ

ウンロード可能としている10。 
 放射線の測定結果について『漏

洩線量測定結果を基本とするが、

固定して使用しない装置は空間

線量分布図』と移動型装置以外

で、室内で作業する場合の作業

環境モニタリングが想定されて

いない。 
 遮蔽能力計算書について、『則

第 24 条の 2 に規定されるエッ

クス線装置を除く装置の場合

にのみ添付する。』とあり、則

第 24 条の 2 に規定されるエッ

クス線装置の場合が求められ

ていない。 
 X 線装置の更新時に関して、

他に必要な手続きは示されて

いない。 
 長崎市保健所 

 書式をダウンロード可能とし

ている11。 
 X 線装置の更新時に関して、

第 1 号様式 病院開設許可申請

書に X 線装置も含まれてい

て、開設許可事項の変更手続

きが想定されている模様。使

 

9 https://apply.e-tumo.jp/pref-nagasaki-u/offer/offerList_initDisplay 
10 https://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/hukushi-hoken/iryo/byouin-shinryousyo/xray/ 
11 https://www.city.nagasaki.lg.jp/page/3250.html 
12 https://www.city.sasebo.lg.jp/hokenhukusi/hokfuk/iryo-yoshiki22.html 
13 https://www.pref.kumamoto.jp/soshiki/42/5962.html 

用前検査についての記述は見

当たらない。 
 佐世保市保健所 

 書式をダウンロード可能とし

ている12。 
 X 線装置の更新時に関して、

『エックス線診療室の構造に

変更がある場合は別途手続が

必要』とある一方で『エック

ス線装置のパンフレット等

（診療所開設許可事項の一部

変更許可申請時に提出済みの

場合は不要）』ともある。ただ

し、開設許可事項では、『建物

の構造概要及び平面図』とあ

り、X 線装置は『構造設備』

としていない模様。 

4. 熊本県 

 熊本県の保健所 
 書式をダウンロード可能とし

ている13。 
 X 線装置の更新時に関して、

変更許可申請を必要としてい

る。 
 熊本市保健所 
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 熊本市電子申請サービスでは

診療放射線関係は対象として

いない14。 
 書式をダウンロード可能とし

ている15。 
 X 線装置の更新時に関して、

開設許可事項は、エックス線

装置として、「Ｘ線診療室 の室

数(    )と操作室の有・無」と

なっており、他の手続きは必

要ではない模様。ただし、自

主検査の書式では、X 線装置

の「型式」などの記述があ

り、これが変更した場合の扱

いは不明。 

5. 大分県 

 大分県の保健所 
 電子申請を可能としている16。 
 X 線装置の更新時に関して、

開設許可事項での「エックス

線装置」で「製作者名、型

式、最大管電圧、最大管電

流」とあり、フローチャート

上では変更手続きを行う想定

 

14 https://logoform.jp/procedure/TGU5/kumamoto-city 
15 https://www.city.kumamoto.jp/kiji003987/index.html 
16 https://www.pref.oita.jp/soshiki/12620/iryouhou-dennsisinnsei.html 
17 https://www.city.oita.oita.jp/o093/kurashi/jumintetsuzuki/1310446133041.html 
18 https://www.pref.miyazaki.lg.jp/digital-suishin/kense/shinse-

todokede/page00065.html 
19 https://www.pref.miyazaki.lg.jp/kense/shinse-

todokede/shinsesho/iryoseisaku/iryouhou.html 

と思われるが、変更届の書式

には説明がない。 
 大分市保健所 

 書式をダウンロード可能とし

ている17。 
 X 線装置の更新時に関して、

書式を示しているのは診療所

のみ。 

6. 宮崎県 

 宮崎県の保健所 
 宮崎県では宮崎県電子申請シ

ステムを運用しているが、医

療法の診療放射線の手続き

は、このシステムに含まれて

いない18。 
 書式をダウンロード可能とし

ている19。 
 X 線装置の更新時に関して、

開設許可事項での「エックス

線装置」は、「有・無」と「概

要」とあり、「概要」の書きぶ

りによっては変更手続きが必

要となる模様。 
 宮崎市保健所 

-285-



 

6 
 

 書式をダウンロード可能とし

ている20。 
 X 線装置の更新時に関して、

書式を示しているのは診療所

のみ。 

7. 鹿児島県 

 鹿児島県の保健所 
 鹿児島県では市町村も利用で

きる鹿児島県電子申請共同運

営システムを運用している

が、医療法の診療放射線の手

続きは、このシステムに含ま

れていない21。 
 書式をダウンロード可能とし

ている22。 
 X 線装置の更新時に関して、

開設許可事項での「エックス

線装置」は、「製作者名、型，

最大管電圧」とあり、変更手

続きが必要となる模様。 
 鹿児島市保健所 

 書式をダウンロード可能とし

ている23。 
 変更に関して「医療法、医療法

施行令及びその他厚生労働省令

で定める事項を変更しようとす

 

20 https://www.city.miyazaki.miyazaki.jp/health/health/office/2071.html 
21 https://shinsei.pref.kagoshima.jp/SdsJuminWeb/JuminLgSelect 
22 https://www.pref.kagoshima.jp/ae01/kenko-fukushi/kenko-

iryo/kikan/imu/yousiki.html#todokede 
23 https://www.city.kagoshima.lg.jp/kenkofukushi/hokenjo/seiei-

iryo/kenko/kenko/iryo/byoin/henko.html 
24 https://www.pref.okinawa.jp/iryokenko/iryo/1005288/1006361.html 

るときは、開設地の都道府県知

事の許可や都道府県知事への届

出が必要となります。 
 鹿児島市内においては、本市

保健所が各種変更に伴う手続

きの受付窓口となりますが、

各種変更許可申請書及び各種

変更届出書の様式について

は、鹿児島県のホームページ

からダウンロードしてくださ

い。」とある。 
 使用前検査が必要なことを明

示している。 
 『エックス線装置等の変

更や新たにエックス線装

置等を備え付けた場合に

は、エックス線装置等の

検査を受け、使用許可を

受けた後でなければ使用

することができません。』 

8. 沖縄県 

 沖縄県の保健所 
 書式をダウンロード可能とし

ている24。 
 X 線装置の更新時に関して、

開設許可事項での「エックス
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線装置」は「製作者名、型

式」とあり、変更手続きを行

う模様。なお、「エックス線装

置」で「暖房設備」とあるの

は意味が取れない。 
 那覇市保健所 

 書式をダウンロード可能とし

ている25。 
 オンライン相談・窓口予約を

受け付けている26。 
 X 線装置の更新時に関して、書

式を示しているのは診療所の

み。 

 

D. 考察 

1. 医療機関の手続きの電子化への対応 

① 書式へのアクセス 

手続きに用いる書式は調べた全ての自治

体でダウンロードが可能となっていた。た

だし、行政機関のサイト内で容易に目的と

するページにたどり着けないことがあっ

た。手続きの種類が視点によって複数の区

分に分類され、あるユーザーの使い勝手を

良くすることで他のユーザーの利便性が低

下することも考えられた。また、それぞれ

の自治体で創意工夫がされており、情報探

索上は、統一感が乏しかった。優れたデザ

インのシステム構築上の情報を共有できる

と統一感を保ったシステムが展開できる。

 

25 https://www.city.naha.okinawa.jp/nahahokenjyo/sinsei-hokenjyo/1006649.html 
26 https://www.city.naha.okinawa.jp/nahahokenjyo/izi-yakuzi/1006549.html 

各自治体が独自性を保つことを優先するか

どうかで今後の方向性が決定されるであろ

う。 

② オンライン申請への対応 

政府が定めたオンライン申請が広がって

いた。オンライン申請では自治体での手続

き全般を対象にしたシステムが使われてお

り、自治体サイト内で手続きに関してワン

ストップになっており利用者の利便性を高

めていることが推察された。 

薬機法では PMDA が申請情報を申請者と

オンラインと共有するシステムを運用して

おり、参考になる[2]。 

茨城県でも、これまでホームページか

らダウンロードした書式に医療機関が記

入し、それを印刷して保健所へ提出だっ

たものが、電子申請でもできるようにな

っている[3]。 

また、茨城県では、診療所への立入検

査で事前に医療機関に記入を求めている

検査表も公表されている[4]。以前はホ

ームページから医療機関がダウンロード

し記入し、印刷して保健所に提出してい

たのが、電子申請でできるようになって

いる。 

③ チェックリストの活用 
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自主検査の書式は、国内では東京都が

作成したものが[5]、他の自治体で参考

にされていると推察される。 

このような確認用の書類は自治体が求

める要求事項を明示することから行政手

続法第三十六条（複数の者を対象とする

行政指導）にも適うものとなる。 

なお、IAEA は職業放射線曝露に関する

Occupational Radiation Protection 

Appraisals (ORPAS)を提供しているが

[6]、事業者等向けに自己評価資料を提

供している[7,8]。この資料は国際機関

の文書規定に沿っており、今後、日本国

内で用いられるものも国際的な動向を踏

まえて質を向上させることが望まれる。 

確認結果のオンライン提出は、医療機

関の行政機関に対する手続き業務の省力

化だけでなく、行政機関で情報を効率的

に利用することも期待される。 

また、東京都では医療機関の立入検査

の DX 化を 2025 年度もさらに推進してい

た（図 5）。システムを運用し、課題を

見出し、改善につなげている。感染症へ

の対策では、東京都のシステムが多くの

自治体での事実上の標準となった先行例

があり[9]、放射線安全でも同様の展開

となるかもしれない。 

このため、②で示した茨城県の今後の

進展としては、行政内部の情報整理の自

動化や集計等が期待される。また、開発

したシステムに対して、ブラッシュアッ

プや更新されるであろうミドルウエアな

どへの対応も必要となる。 

2. 行政機関への手続きに関するオン

ライン相談の活用 

行政機関への手続きに関してオンライン

相談に応じている例が確認された。 

行政機関による行政機関への手続きに関

する相談をオンラインで応じている例は、

医療法以外で散見されているが[10,11]、

事業所と行政機関との間の貴重なコミュニ

ケーションの機会になると考えられ、今

後、その活用が予測される。 

事業所と行政機関との間でのやり取りの

記録に関して、薬機法では、既に活用でき

るようにルールが整理されていて[12]、先

行例がある。オンラインのコミュニケーシ

ョンには、対面のみではない利点を持ち得

るが[13]、オンラインで行うと記録を、AI

を用いて解析できるので、現場での課題分

析に役立てられるかもしれない。 

3. 生成 AI を用いた情報の収集 

生成 AI を用いることで作業を効率化す

ることが期待されるが、長崎県内の保健所

における手続きの電子化への対応状況につ

いて質問したところ、以下に示すように誤

りも含まれていた。 
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この誤りは、医療法に関連する手続きの

うち、放射線診療に関するものが電子申請

システムに含まれていないことを判別でき

ていなかったことによる。 

また、法令の根拠に関して生成 AIは、

正確な出典に基づくことなく、世間によく

ある誤解を再生産し、論理が追えない意味

のない議論を展開していた。 

この誤りは、熊本市保健所について生成

AI に同様の質問をした場合でも同様に観

察された。 

これらの原因の一端として生成 AIの学

習用に自治体のサイトの情報発信が最適化

されていないことも考えられ、生成 AIが

正しい回答を導くためには、機械学習しや

すいような情報発信が求められると考えら

れた。また、学習するための自治体へのサ

イトへのプログラミングされた過度なアク

セスで人間による閲覧時の利便性が低下す

ることを避けるためにバランスを取ること

も必要になるかもしれない。 

生成 AI が提供する質を向上させるため

には、フローチャートの掲載が有益である

と思われた。何故なら、フローチャート

は、適用可能なルールを特定し、条件を明

示的にチェックし、ルールを段階的に適用

し、追跡可能な結論を生成することから、

決定木としての運用を可能にするだけでな

く、生成 AI の一般的な失敗モードである

ステップを飛ばす、文脈が混在する、もっ

ともらしいが誤った推論を生成するリスク

を低減するからである。 

ただし、現実世界のルール適用には、し

ばしば、例外、競合するルール、曖昧な用

語の解釈への対応が課題となる。このた

め、専門家による確認も不可欠である。 

以上は、日本放射線管理学会第 24 回学

術大会での坂口修一氏の発表「放射線安全

管理での AI 使用例」とその後の討論に基

づく。 

4. 地方分権の推進と自治体支援 

保健所設置市としての中核市では、医療

法の大部分の事務は市が実施しても、放射

線安全に関して、県が担当する例がある。

中核市市長会から要望があった経緯もあり

[14]、状況の変化を踏まえた、役割分担の

最適化が課題である。DX化ではリソース

を共有することで、その役割分担の見直し

の負担が減らせる。 

現状では手続きに関して自治体間で差異

があった。また、必要な手続きの提示に改

善の余地があると考えられた。 

□□ 結論 

長崎県内の保健所 10 か所すべ

てで、長崎県共通の電子申請システ

ムを使って医療法に関連する手続き

をオンラインで申請できます。 

□□□□ 回答：10 か所（電子申請シス

テム対応）  
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E. 結論 

医療法に基づく行政手続きの電子化が進

められていた。着目すべき事例もあり、シ

ステムの開発や維持の負担を減らす上から

各自治体間で連携した取り組みも求められ

る。このような取り組みは課題の可視化に

つながり現場での課題解決にも資すること

が期待される。 
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G. 健康危険情報 

 電子スピン共鳴法を用いた線量測定に

関する研究で、歯科のインプラント治療を

受けた患者で体内に磁性体が埋め込まれて

いることを確認した（被験者は磁性体を用

いているとは認識せず）。MRI 検査時の安

全確保に関して、検証した方が良いと考え

られた。 
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図 1 都道府県の DX 進捗状況_行政手続きのオンライン申請率 

https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/local-government-dx 

 

図 2 自治体フロントヤード改革の取り組み状況（都道府県） 

https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/front-yard-reform 
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図 3 都道府県別の電子処方箋の導入状況 

https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/electronic-prescription 

 

 

図 4 自治体保健所の常勤の診療放射線技師数の推移 
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図 5 東京都の病院立入検査及び精神科病院入院関連届出のデジタル基盤構築 
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